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日本の医療制度の概要 厚生労働省資料を加工
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日本の医療保険制度について 厚生労働省資料を加工

【日本の国民皆保険制度の特徴】

① 国民全員を公的医療保険で保障。

（国民皆保険制度）

② 医療機関を自由に選べる。

（フリーアクセス）

③ 安い医療費で高度な医療。

④ 社会保険方式を基本としつつ、皆保険を

維持するため、公費を投入。

国民皆保険制度の意義

○ 我が国は、国民皆保険制度を通じて世界最高レベルの平均寿命と保健医療水準を実現。
○ 今後とも現行の社会保険方式による国民皆保険を堅持し、国民の安全・安心な暮らしを

保障していくことが必要。
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医療保険制度の体系（保険の種類と対象者） 日本医師会HPから参照
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医療保険制度の体系 厚生労働省資料を加工

約1億280万人

約22兆円
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医療費の一部負担（自己負担）割合について

一般所得者等 一般所得者等
現役並み

所得者

75歳
１割負担 ２割負担

70歳

６歳

（義務教育就学後）

２割負担

２割負担

３割

負担

３割負担

○それぞれの年齢層における一部負担（自己負担）割合は、以下のとおり。

・75歳以上の者は、1割（現役並み所得者は３割、現役並み所得者以外の一定所得以上の者は２割）。

・70歳から74歳までの者は、２割（現役並み所得者は３割）。６歳（義務教育就学前）未満の者は２割。

・６歳（義務教育就学後）以上70歳未満の者は３割。
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国民健康保険（国保）制度について

国民健康保険法（昭和33年法律第192号）

国保の保険者 １ 都道府県及び市町村 ２ 国民健康保険組合

（この法律の目的）
第一条 この法律は、国民健康保険事業の健全な運営を確保し、もつて社会保障及び国民保健の向上に寄与することを
目的とする。

（保険者）
第三条 都道府県は、当該都道府県内の市町村（特別区を含む。以下同じ。）とともに、この法律の定めるところにより、
国民健康保険を行うものとする。

２ 国民健康保険組合は、この法律の定めるところにより、国民健康保険を行うことができる。

（国、都道府県及び市町村の責務）
第四条 国は、国民健康保険事業の運営が健全に行われるよう必要な各般の措置を講ずるとともに、第一条に規定する目的の
達成に資するため、保健、医療及び福祉に関する施策その他の関連施策を積極的に推進するものとする。

２ 都道府県は、安定的な財政運営、市町村の国民健康保険事業の効率的な実施の確保その他の都道府県及び当該都道府県内
の市町村の国民健康保険事業の健全な運営について中心的な役割を果たすものとする。

３ 市町村は、被保険者の資格の取得及び喪失に関する事項、国民健康保険の保険料（地方税法（昭和二十五年法律第二百
二十六号）の規定による国民健康保険税を含む。第十一条第二項、第五十四条の三第一項、第二項及び第四項、第六十三条
の二、第八十一条の二第一項各号並びに第十項第二号及び第三号並びに第八十二条の二第二項第二号及び第三号並びに第六
項において同じ。）の徴収、保健事業の実施その他の国民健康保険事業を適切に実施するものとする。

４ 都道府県及び市町村は、前二項の責務を果たすため、保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策その他の関連施策
との有機的な連携を図るものとする。

５ 都道府県は、第二項及び前項に規定するもののほか、国民健康保険事業の運営が適切かつ円滑に行われるよう、国民健康
保険組合その他の関係者に対し、必要な指導及び助言を行うものとする。
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１ 被保険者は、保険者（市町村）で加入手続きをし、保険料（税）を支払い保険証の交付を受ける。

２ 被保険者は、病気やけがをした場合、医療機関で診療を受け、一部負担金を支払う。

３ 医療機関は、審査支払機関（国保連合会、社会保険診療報酬支払基金）に医療費を請求し、

審査支払機関は、保険者にレセプトの審査結果を報告。

４ 保険者は、審査支払機関を通じて医療機関に医療費を支払う

５ 保険者は、都道府県が市町村ごとに決定した「国保事業費納付金」都道府県に納付し、

都道府県は保険給付に必要な費用を市町村に支払う。

医療費（一部負担金）を支払う

（保険）診療を行う

加
入
手
続
き
を
し
、

保
険
料
（税
）を

支
払
う 保

険
証
交
付

国保連合会・支払基金を通じて医療費を支払う

レセプト審査結果を報告

医
療
費
を
請
求

【現物給付】

被保険者
（国保加入者）

保険者
（市町村）

国保連合会・支払基金

（審査支払機関）

保険医・薬局
（医療機関等）

保険者
（都道府県）

都道府県が市町村ごとに決定した
国保事業費納付金を納付

保険給付に必要な費用を
支払う（交付金を交付）

国民健康保険における保険給付の仕組み

（国民健康保険）
第二条 国民健康保険は、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な保険給付を行うものとする。

国民健康保険法（昭和33年法律第192号）
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国民健康保険制度改革の状況 厚生労働省資料を加工

①年齢構成が高く、医療費水準が高い
②所得水準が低い
③保険料負担が重い
④保険料（税）の収納率
⑤一般会計繰入・繰上充用
⑥財政運営が不安定になるリスクの高い
小規模保険者の存在

⑦市町村間の格差

①財政運営の都道府県単位化・都道府県と市町村の役割分担
・都道府県が財政運営の主体となり、安定的な財政運営や効率的な事
業運営の確保等の国保運営に中心的な役割を担う

・市町村は、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保
健事業等、地域におけるきめ細かい事業を引き続き担う

・都道府県が統一的な方針として国保運営方針を示し、市町村が担う
事務の効率化、標準化、広域化を推進

・都道府県に財政安定化基金を設置

②財政支援の拡充
・財政支援の拡充により、財政基盤を強化（毎年約3,400億円）
低所得者対策の強化、保険者努力支援制度 等

国保が抱える構造的課題 国保改革（平成30年度～）

今後の主な課題

平成30年度改革が現在、概ね順調に実施されており、引き続き、財政運営の安定化を図りつつ、「財政運営の都道府
県単位化」の趣旨の深化を図るため、令和６年度からの新たな国保運営方針に基づき、都道府県と市町村の役割分担
の下、以下の取組を進める。

○保険料水準の統一に向けた議論、事務の広域化・標準化の推進
将来的には都道府県での保険料水準の完全統一を目指すこととし、都道府県と市町村で、統一に向けた議論をより
一層深めていくことが重要。また、保険料水準の統一のためには、市町村の保険料算定方式の統一や保険料の収納
対策、保健事業等の幅広い観点から、市町村の事務処理を広域化・標準化していく必要がある。

○医療費適正化の更なる推進
保険者努力支援制度で予防・健康づくりが拡充されたことも踏まえ、都道府県内全体の医療費適正化に資する取組
を推進

○法定外繰入等の解消
赤字解消計画の策定・状況の見える化等を通じて、解消に向けた実行性のある取組を推進

※上記の他、国会での附帯決議、骨太方針・改革工程表、地方団体の要望事項等について、地方団体と協議を進める。
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国民健康保険制度改革の状況 国保のすがた
（令和６年11月）から抜粋
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各保険者の比較 厚生労働省資料を加工
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持続可能な医療保険制度を構築するための

国民健康保険法等の一部を改正する法律の概要
厚生労働省資料を加工
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国民健康保険制度における都道府県・市町村・
国保連合会の役割分担

厚生労働省資料を加工

改革の方向性

国保制度
運営

○都道府県は、管内市町村や国保関係者と協議した上で、都道府県内の国保の運営の統一的な方針として
の国保運営方針を示し、市町村が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進

○市町村は、住民に身近な自治体として、被保険者の資格管理、保険料の決定、賦課・徴収、保険給付、
保健事業などを適切に実施

○国保連合会は、保険者の共同目的達成のため、審査支払業務の他、給付の適正化や保健事業等を都道府
県単位で支援

都道府県の主な役割 市町村の主な役割 国保連合会の主な役割

資格管理
・国保運営方針に基づき、事務の効率

化、標準化、広域化を推進
・地域住民と身近な関係の中、資格を管理
(被保険者証等の発行)

・保険者事務共同電算処理

保険料の
決定、賦
課・徴収

・標準的な算定方法等により、市町村
ごとの標準保険料率を算定・公表

・標準保険料率等を参考に保険料率を決
定

・個々の事情に応じた賦課･徴収
・保険料適正算定への支援

保険給付
・給付に必要な費用を、全額、市町村

に対して支払い
・市町村が行った保険給付の点検

･ 保険給付の決定
･ 個々の事情に応じた窓口負担減免等

・診療報酬の審査支払業務
・第三者行為損害賠償求償事務
・レセプト点検の支援

保健事業

・市町村ごとの健康課題や保健事業の
実施状況を把握
・市町村の保健事業の運営が健全に行
われるよう、必要な助言及び支援
・市町村における健康・医療情報の横
断的・総合的な分析
・関係市町村相互間の連絡調整、市町
村への専門的な技術又は知識を有する
者の派遣、情報の提供等の支援

・被保険者の特性に応じたきめ細かい保健
事業を実施

・健康・医療情報の活用及びPDCAサイク
ルに沿った事業運営

・生活習慣病対策としての発症予防と重症
化予防の推進

・特定健康診査及び特定保健指導の実施
・データヘルス計画の策定、実施及び評価

・特定健診・特定保健指導に係る費用の
支払及びデータ管理

・ＫＤＢシステムを活用した統計情報や
個人の健康に関するデータの作成

・データヘルス計画の策定・評価の支援
・国保ヘルスアップ（支援）事業、高齢

者の保健事業と介護予防の一体的実施
の支援

・国保の財政運営の都道府県単位化に当たっては、一気に都道府県で一つの保険者とすることを避け、
都道府県の果たすべき役割と市町村が果たすべき役割を一つ一つ検証した。結果的に、保険者機能を
発揮するための最適な役割分担を追求した。
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国民健康保険運営協議会（都道府県・市町村）の位置付け

都道府県に設置される
国保運営協議会

市町村に設置される
国保運営協議会

主な審議事項
○国保事業費納付金の徴収

○国保運営方針の作成

その他の重要事項

○保険給付

○保険料の徴収

その他の重要事項

委員

○被保険者代表

○保険医又は保険薬剤師代表

○公益代表

○被用者保険等保険者代表

○被保険者代表

○保険医又は保険薬剤師代表

○公益代表

○被用者保険等保険者代表（任意）

（参考）国民健康保険法（抜粋）

（国民健康保険事業の運営に関する協議会）

第11条 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより都道府県が処理することとされている事務に係るものであつ

て、…(略)…国民健康保険事業費納付金の徴収、…(略)…都道府県国民健康保険運営方針の作成その他の重要事項に限る。）を審議させるた

め、都道府県に都道府県の国民健康保険事業の運営に関する協議会を置く。

２ 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより市町村が処理することとされている事務に係るものであつて、

…(略)…保険給付、…(略)…保険料の徴収その他の重要事項に限る。）を審議させるため、市町村に市町村の国民健康保険事業の運営に関す

る協議会を置く。

３ 前二項に定める協議会は、前二項に定めるもののほか、国民健康保険事業の運営に関する事項（…(略)…）を審議することができる。

４ 前三項に規定するもののほか、第一項及び第二項に定める協議会に関して必要な事項は、政令で定める。

17



国民健康保険運営協議会について

沖縄県
（国民健康保険課）

諮
問

沖縄県国民健康保険運営協議会

答
申

市町村、国保連合会
（国保運営連携会議、実務担当者会議）

沖縄県関係各課
（医療政策課、健康長寿課、高齢者介護課など）

２ 主な審議内容

４ 運営方針等審議体制３ 委員

【定数】（国保法施行条例§4）
○ 11名
・ 被保険者代表 ３名
・ 保険医又は保険薬剤師代表 ３名
・ 公益代表 ３名
・ 被用者保険等保険者代表 ２名

【会長】（国保法施行令§4）
公益を代表する委員から選出

【任期】（国保法施行令§3）
○ ３年
※補欠の委員の任期は、前任者の
残任期間

○ 国保事業の運営に関する事項で都道府県

が処理するもののうち、以下の事項につい

て審議（改正国保法§11① ）

１ 設置の経緯

○ 高齢化の進展や高度な医療の普及等により医療費の増大が見込まれる中、持続可能

な医療保険制度の構築を目的として、医療保険制度改革が行われ、その関連で国民健

康保険法の一部が改正された。

○ 当改正により、平成30年度から都道府県も市町村と共に国民健康保険の保険者とな

り、財政運営の責任主体として国保運営の中心的役割を担うこととされ、国保事業の運

営に関する重要事項を決定することとなった。

○ そのため、平成30年度以降の国保の運営方法について審議する必要があることから、

 都道府県に国民健康保険の運営協議会を設置することとされた（改正国保法§11① ）。

・ 国保事業費納付金の徴収（保険料算定）

・ 国保運営方針の策定（3年ごとに見直し）

・ その他の重要事項（運営方針に基づくPDCA

の報告等）

意見調整

意見調整

４ 運営方針等審議体制

・例年11月と１月の２回開催
・運営方針見直しの年は３回開催
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２ 国民健康保険改革の経緯と概要

３ 国民健康保険運営協議会について

４ 沖縄県国民健康保険運営方針（概要）
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国保運営方針策定のねらい 国保運営方針策定要領
（令和５年６月）から抜粋

⑴ 都道府県単位化前の市町村国保の課題

○ 国保には、小規模保険者が多数存在し、財政が不安定になりやすい等の財政運営上の構造的な課題や、市

町村によって事務処理の実施方法にばらつきがある等の事業運営上の課題がある。

○ こうした課題に対し、これまで、公費投入、保険者間での財政調整、保険者事務の共通化・共同実施・広

域化などによって対応してきたが、十分とはいえない状況であった。

⑵ 改正法による国保の都道府県単位化

○ このような課題を改善するため、国民健康保険への財政支援の拡充を行うとともに、平成30年度から、

都道府県が、国民健康保険の財政運営の責任主体として、安定的な財政運営や効率的な事業の確保などの事

業運営において中心的な役割を担うことにより、国民健康保険制度の安定化を図ることとされた。

⑶ 都道府県国民健康保険運営方針

○ 新制度においては、都道府県が財政運営の責任主体となる一方、市町村においても、資格管理、保険給付、

保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等の地域におけるきめ細かい事業を引き続き担うこととされている。

○ そこで、都道府県とその県内の各市町村が一体となって、保険者の事務を共通認識の下で実施するととも

に、各市町村が事業の広域化や効率化を推進できるよう、都道府県が県内の統一的な国民健康保険の運営方

針を定める必要がある。

20



都道府県国保運営方針について 厚生労働省資料を加工

○ 都道府県国保運営方針は、都道府県と各市町村が一体となり、役割分担をしつつ、保険者としての事
務を共通認識の下で実施する体制を確保するために策定。

○ 策定に当たり、都道府県と各市町村が保険者として目指す方向性について認識を共有しておくことが
必要。

○ 被保険者、医療関係者、学識経験者、被用者保険代表等の地域の関係者の意見もよく聴いた上で、地
域の実情に応じた方針を策定することが必要。

○ 策定後も運営状況等も踏まえ、定期的に検証・見直しを行い、必要に応じ改善していくことが重要。

○ 都道府県は、県内の国民健康保険制度の「望ましい均てん化」を図るため、一層主導的な役割を果た
すことが重要。

都道府県国保運営方針の主な記載事項

（１）国保の医療費、財政の見通し（医療費の動向と将来の見通し、赤字解消・削減の取組、財政安定化基金の運用等）

（２）市町村の保険料の標準的な算定方法及びその水準の平準化に関する事項（保険料水準の統一に向けた検討等）

（３）保険料の徴収の適正な実施に関する事項

（４）保険給付の適正な実施に関する事項（レセプト点検、第三者求償、高額療養費多数該当の取扱い等）

（５）医療費適正化に関する事項（医療費適正化に向けた取組、保健事業の取組、医療費適正化計画との関係）

（６）市町村が担う事務の効率化、広域化の推進に関する事項（保険者事務、収納対策、保健事業等の共同実施）

（７）保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項

（８）施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整等

※下線部は国保法改正により、令和６年４月から新たに必須記載事項として追加
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沖縄県国民健康保険運営方針（第３期）概要

○目的：国保事業の安定的な運営・負担の公平化・医療費適正化等を目指す
○根拠規定：国民健康保険法第82条の２
○対象期間：令和６年４月１日～令和12年３月31日（６年間）

※３年ごとに見直しを行う
○本運営方針における県、市町村及び国保連合会の役割

○収納状況 ○収納対策
○収納率目標：保険者規模ごとに直近５年間の
平均値を基に設定。併せて、保険者努力支援
制度(取組評価分)の評価指標の達成を目指す。

○41保険者(41市町村) ※3,000人未満は17町村、1,000人未満は11町村

○被保険者数及び世帯数 ○被保険者の年齢構成
○一人当たり課税標準額(所得) ○世帯の所得階層分布

第２章 沖縄県内の保険者(市町村)及び被保険者等の状況

○医療費の動向（一人当たり医療費、地域差指数等）と将来の見通し
○財政収支の改善に係る基本的な考え方等

○財政安定化基金の運用（基金の交付・貸付・年度間の財政調整）

第３章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

○保険料(税)の賦課方式、一人当たり保険料(税)調定額・負担率
○保険料(税)水準の統一

○標準的な保険料(税)算定方式：３方式
標準的な賦課限度額： 「応能割：応益割＝応能割係数 β：１」

○標準的な収納率：98％上限で、市町村ごとの過去５カ年の収納率平均値
○国保事業費納付金の算定方法

第４章 標準的な保険料及び国保事業費納付金の算定方法

第５章 保険料(税)の徴収の適正な実施

○レセプト点検の充実強化 ○第三者行為求償事務の取組強化
○療養費支給事務の適正化 ○高額療養費支給事務の適正化
○県による保険給付の点検、不正請求への対応等 ○適用適正化・過誤調整等

第６章 保険給付の適正な実施

第四期沖縄県医療費適正化計画等との整合性を図る。
○特定健康診査（目標：受診率60％）・特定保健指導（目標：実施率60％）
○生活習慣病の発症予防・重症化予防（データヘルス計画に基づく保健事業の実施、
糖尿病性腎症重症化予防の推進等）
○適正受診、適正服薬の促進
○後発医薬品の使用促進（当面の目標：数量シェア86％以上）
○医療費通知（年３回） ○高医療費市町村の医療費適正化

第７章 医療費の適正化の取組

○標準化等の推進 ○標準システム等の導入支援
○事務の共同実施

第８章 市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進

○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施
○がん検診及び歯科健診との連携
○他計画との整合性

○関係機関相互間の連携
○ＰＤＣＡサイクルの実施等

➢ 医療費水準、財政赤字等の課題が解消されていないため、令和６年度からの
統一を見送る。

➢ 統一に向けた環境整備を図るため、令和６年度から新たな取組を実施する。

➢ 令和６年度から「医療費指数反映係数 α＝0.5」

➢ 法定外繰入等の解消 ➢ 赤字削減・解消計画に基づく取組等

第１章 基本事項

第９章 保健医療サービス・福祉サービス
等に関する施策との連携 第10章 施策の実施体制

➢ ガバメントクラウドとの関係を踏まえ、沖縄県国保共同クラウド
の在り方を検討する。

（赤字）第２期との変更点

保険者規模 収納率目標

１千人未満 96.3%

１千人以上３千人未満 96.3%

３千人以上１万人未満 95.4%

１万人以上５万人未満 94.3%

５万人以上 93.0%
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